
総務委員会委員長報告書  

 

令和８年６月２４日  

 

 総務委員会に付託されました議案６件、陳情１件について、審査の過程

における各委員からの討論及び審査結果について、審査経過順に報告しま

す。  

 初めに、陳情第７号「優秀な流山市役所全職員へのさらなる「専門性」

を希求する陳情書」について報告します。  

 本件は、市に対して、ＩＳＯ取得に向けた検討を求めるものです。  

 初めに、当局より、  

 本陳情は、ＩＳＯ規格の取得による職員の専門性の向上と、業務品質の

確保、管理体制の構築を通じて市民サービスの向上を図ることを求める趣

旨であると認識しております。  

 本市も、複雑化・多様化する行政課題へ対応するため、職員の専門性向

上は重要であると認識しており、これまでも、職場研修や人事評価制度等

を通じた人材育成、さらにはＤＸ推進による業務プロセスの最適化を通

じ、組織力の向上と行政サービスの効率化に注力してまいりました。  

 御提案のありましたＩＳＯ規格につきましても、そのマネジメント手法

や継続的改善の理念は、行政経営においても有用な考え方であると認識し

ていますが、一方で、当該認証の取得及び維持には、認証基準に対応する

ための文書管理、内部監査、記録作成等に係る継続的な事務負担、及び体

制構築に係る委託料や審査手数料等の費用負担が生じるため、費用対効果

及び職員負担の面で課題があるものと認識しております。  

 本市では、地方自治法等の法令に基づき、監査制度や議会によるチェッ

ク機能のもとで行政運営を行っていることに加え、特定の規格認証の枠組

みを採るのではなく、総務省ガイドラインへの準拠や本市の状況に即した

改善策を組み合わせ、より柔軟かつ機動的な業務改善を図っております。  

 限られた人材や時間などの経営資源を、規格認証の維持という特定の管

理プロセスに投じるよりも、市民ニーズに直結する政策形成や、直接的な

住民サービス向上に振り向けることこそが、現在の本市における行政経営

において、最も効果的であると考えております。  

 本市としては、現時点においてＩＳＯ認証を取得する考えはありません

が、今後も職員の専門性向上及び市民サービス向上に向け、人材育成、業

務改善及び適正な行政運営に引き続き取り組んでまいります。  



 との意見がありました。  

 審査の過程における討論として、  

１  不採択の立場で討論する。  

 本陳情が目指す、職員の専門性向上や業務品質の向上、情報セキュリテ

ィの強化などの方向性そのものについては、重要であり、異論はないが、

本市では既に職員研修や人材育成、情報セキュリティ対策など、組織的な

取組が継続的に行われている。  

 また、本陳情はＩＳＯ規格の有効性について説明されているものの、市

に対して具体的に何を求めるのか、どのような手法や目標を設定すべきか

が明確ではなく、行政上の効果や必要なコスト、職員負担等についても十

分に示されているとは言えない。  

 ＩＳＯ認証取得には各種書類の作成や文書記録など膨大な労力、知識、

コストがかかり、取得して終わりではなく毎年の維持審査と３年に１度の

更新審査が必要となる。通常業務の中でもＩＳＯ規格に係わる業務が発生

し続けるため担当者にも大きな負担がかかる。  

 議会としては、個別具体的な施策や必要性、費用対効果等を総合的に勘

案した上で判断すべきであり、本陳情の趣旨には一定の理解を示しつつ

も、採択することは適当ではないと考える。  

２  不採択の立場で討論する。  

 まず、陳情者が流山市行政のさらなる発展と住民サービスの向上を求め

ていることに対し敬意を表するが、職員の専門性については、ＩＳＯを取

得しているかどうかではなく、より具体的に考える必要があると考える。  

 福祉分野であれば福祉制度や相談支援に関する専門知識、子育て支援で

あれば保育や児童福祉に関する知見、防災分野であれば災害対応能力、情

報分野であれば高度なサイバーセキュリティや情報システムに関する知識

が必要である。  

 こうした専門性は、現場での経験の蓄積、専門研修、資格取得支援、専

門職の確保などによって培われる一方で、ＩＳＯは品質管理や環境管理、

情報管理に関する組織運営の仕組みを整備するための国際規格、組織マネ

ジメントの手法の一つであり、本来、行政改革においては、まず現実にど

のような課題が存在するのかを明らかにし、その課題を解決するために最

も有効な手段を検討すべきである。  

 しかし本陳情では、流山市行政において具体的にどのような問題があ

り、それがＩＳＯ取得によってどのように改善されるのかが示されていな

い。さらに、全国の自治体ではかつてＩＳＯ認証取得が広がったが、その



後、認証維持に伴う事務負担や費用負担が課題となり、多くの自治体が独

自の業務改善手法へ移行してきた経緯がある。  

 現在、自治体に求められているのは、認証取得そのものではなく、限ら

れた人的・財政的資源を住民サービスの向上にいかに有効に活用するかで

ある。  

 がありました。  

 採決の結果、０対６をもって、不採択すべきものと決定しました。  

 次に、議案第３０号「専決処分の承認を求めることについて（令和８年

度流山市一般会計補正予算（第１号））」について報告します。  

 本案は、令和９年３月に予定している仮想基盤の更新に係る費用におい

て、特に緊急を要したため、令和８年４月２７日付けで令和８年度流山市

一般会計補正予算（第１号）について専決処分したので、その承認を求め

るもので、既定の歳入歳出予算総額にそれぞれ８９９万６千円を追加し、

補正後の予算総額を８９７億９９万６千円とするほか、債務負担行為の変

更を行うものです。  

 審査の過程における討論として、  

１  ２点要望し、賛成の立場で討論する。  

 本案は、市民サービスを支える情報システム基盤の更新に関するもので

あり、現行システムの保守期限や世界的な半導体不足による納期遅延、さ

らには急激な価格高騰への対応として、緊急的な判断を迫られたことにつ

いては一定の理解をするものである。  

 一方で、本件は債務負担行為の限度額が約６億円から約１１億３千万円

へと、実に約５億３千万円もの大幅な増額を伴う重要案件であり、これほ

ど大規模な財政負担について、議会への事前説明や情報共有がないまま専

決処分に至ったことは、議会と執行部との信頼関係や二元代表制の趣旨か

ら見ても極めて重く受け止める必要がある。時間的制約や調達環境の悪化

により専決処分が必要であったとの説明だが、今後同様の案件が発生した

場合には、法的な手続きの可否だけでなく、議会に対する迅速な情報提供

や事前協議の機会を確保するなど、より丁寧な対応を強く求める。  

 市民サービスの継続性を確保するという目的そのものは極めて重要であ

り、現時点で更新を遅らせることによる影響も大きいことから、やむを得

ないものと考えるが、今回の反省を踏まえ、ＩＣＴ調達におけるリスク管

理の強化と、議会との情報共有体制の改善を図ることを強く要望する。  

２  ２点要望し、賛成の立場で討論する。  

 行政における日常業務を動かすためには不可欠な事業と捉えているが、



２点要望する。  

 １点目は、当初の想定を大幅に上回る財政負担を伴う結果となったこと

は、本来であれば議会に対して早い段階で情報提供し、十分な説明を行う

べきものであったと考える。デジタル化や情報セキュリティ対策そのもの

を否定するものではないが、専決処分を既成事実化するのではなく、今後

は事前の情報提供と丁寧な説明を徹底するよう求める。  

 ２点目は、今回の補正増は、半導体価格高騰や市場環境の変化を理由と

しているが、約５億円を超える増額であり、市民からみれば様々な要望が

実現できる、行政サービスが大きく損なわれかねない額である。その要因

や費用の妥当性、他自治体との比較、競争性の確保について市民の理解が

不可欠であるため、機会あるごとに広報等を行うよう求める。  

 がありました。  

 採決の結果、全会一致をもって、原案のとおり承認すべきものと決定し

ました。  

 次に、議案第３１号「令和８年度流山市一般会計補正予算（第２号）」

について報告します。  

 本案は、国の重点支援地方交付金を活用した水道基本料金無料化などの

物価高騰支援事業のほか、市民の森用地購入、生活保護費の追加給付に要

する経費などを追加するものです。  

 また、これに関連する歳入の追加等、所要の補正を行うほか、債務負担

行為の追加を行い、既定の歳入歳出予算にそれぞれ７億１，９５７万９千

円を追加し、総額を９０４億２，０５７万５千円とするものです。  

 審査の過程における討論として、  

１  賛成の立場で討論する。  

 本補正予算は、単なる追加経費の計上ではなく、国の制度改正や市内の

社会状況の変化に迅速に対応し、市民生活の安全・安心を確保するために

不可欠な財政措置である。特に今回は、将来のまちづくりに直結する重要

施策が多く、補正予算としての妥当性と緊急性が十分に認められる。  

 まず、「こども計画推進事業」では、こどもの権利条例の計画策定を進

めるため、こども・若者の声を計画に反映するためには、将来のこども施

策の質を左右する重要な投資である。  

 次に、「妊活健診支援事業」では、妊娠を希望する方々の健康状態を早

期に把握し、不妊要因の発見につなげるための助成を行うものである。出

生数の減少が続く中、妊娠前からの支援は喫緊の課題であり、市としての

積極的な支援姿勢を示す政策的意義が大きい。  



 また、「予防接種事業」における予診票電子化のためのシステム改修

は、国費対応で市の財政負担なく事務効率化と接種履歴管理の高度化を実

現するものであり、国の制度変更に合わせて速やかに対応することは、行

政の信頼性確保の観点からも不可欠である。  

 さらに、児童数増加に対応した学校給食環境整備など、現場の実情に即

した施策が適切に盛り込まれている。  

 加えて、物価高騰対策として水道基本料金の無料化を延長するなど、市

民生活への直接的な支援も継続されており、生活防衛の観点からも高く評

価できる。  

 速やかな執行により、市民福祉の向上と持続可能なまちづくりが一層前

進することを期待する。  

２  反対の立場で討論する。  

 今回の補正予算は、物価高騰対策として、水道基本料金無料化や福祉有

償運送事業者燃料価格高騰対策支援金をはじめ、新たに妊活健診支援事業

が令和８年１０月から千葉県において費用助成が始まる。さらに生活保護

の追加給付が始まることは大変評価をしている。  

 しかし、統一地方選挙電子投票実施支援業務委託事業に８，８４３万２

千円もの債務負担行為が設定されていることは見過ごせない。十分な市民

への周知もないままに、様々なトラブルも見込みながら、県内トップで導

入するには拙速な事業ではないかと捉えており、導入コストと効果を慎重

に検証すべきである。  

 がありました。  

 採決の結果、５対１をもって、原案のとおり可決すべきものと決定しま

した。  

 次に、議案第３２号「専決処分の承認を求めることについて（流山市税

条例の一部を改正する条例）」及び議案第３３号「専決処分の承認を求め

ることについて（流山市都市計画税条例の一部を改正する条例）」の以上

２件は関連がありますことから、一括して審査しました。  

 一括審査した議案２件については、地方税法等の一部を改正する法律が

令和８年３月３１日に公布され、同年４月１日等をもって施行されること

に伴い、令和８年度以後の市民税、固定資産税等の賦課等について特に緊

急を要したため、同年３月３１日付けで専決処分したので、その承認を求

めるものです。  

 審査の過程における討論は特になく、採決の結果、議案第３２号及び議

案第３３号の以上２件は、いずれも全会一致をもって、原案のとおり承認



すべきものと決定しました。  

 次に、議案第３４号「流山市議会議員及び流山市長の選挙における電磁

的記録式投票機を用いて行う投票に関する条例の制定について」について

報告します。  

 本案は、地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投

票機を用いて行う投票方法等の特例に関する法律第３条第１項の規定によ

り、流山市議会議員及び流山市長の選挙において電磁的記録式投票機を用

いた方法による投票を行うものです。  

 審査の過程における討論として、  

１  １点指摘、１点要望し、賛成の立場で討論する。  

 電子投票は、疑問票や按分票の解消、自書が困難な方への投票支援、開

票時間の短縮など、多くの利点が期待され、本市が先進的な取組に挑戦す

る姿勢は評価する。資料でも、技術的な信頼性や安全性が向上し、先行自

治体で問題なく実施されていることが示された。  

 一方で、今回の進め方については指摘をする。本案は、議決を経て初め

て成立する案件だが、市長による記者発表やその後の一部報道では、あた

かも電子投票の導入が既に決定したかのように受け取られる内容が見受け

られた。実際に市民からも電子投票導入決定済みとの誤解も受け、議会軽

視と受け止められかねない状況を招いたことは看過できない。  

 執行部には、市政情報を積極的に発信する責任があるが、それと同時

に、議会で審議中の案件については、議決前であり最終決定ではないこと

を市民や報道機関に対して明確に伝える配慮も求められる。今後は、二元

代表制の趣旨を十分に踏まえ、議会との信頼関係を損なうことのない情報

発信の在り方を強く要望する。  

 その上で、本案の目的や内容については、市民の利便性向上や選挙制度

の改善につながる意義ある取組であり、将来を見据えた挑戦として評価で

きる。  

２  １点要望し、賛成の立場で討論する。  

 まず、タブレット型投票機の導入そのものについては、開票作業の迅速

化や正確性の向上、無効票の減少など、一定の効果が期待でき、新しい技

術を選挙制度の改善に活用していくこと自体は否定されるべきものでない

が、極めて重要な前提条件を求めておきたい。  

 それは、選挙制度において最優先されるべきは、効率化、省力化でもな

く、有権者の選挙権を実質的に保障することだという認識を共有できるか

である。選挙権は、法律上与えられているだけで十分ではなく、実際に有



権者一人ひとりが不安なく投票所に足を運び、自らの意思を投票という形

で表明できてこそ、その権利は保障されたのだと言える。  

 現在、社会のさまざまな場面でデジタル化が進展している一方で、コン

ビニエンスストアやスーパーマーケットのセルフレジに戸惑いを感じる高

齢者や、スマートフォンやタブレット端末の操作に不安を抱く市民も少な

くない。そうした現実を踏まえ、導入にあたってはデジタル機器に不慣れ

な方々、あるいは操作が困難な方々が投票行動をためらうことのないよ

う、最大限の配慮が求められる。  

 もし仮に、「操作に自信がない」「間違えそうで不安だ」といった理由か

ら投票所へ行くことを諦める有権者が生じるならば、それは民主主義にと

って看過できない問題であり、再使用については見直しが必要である。選

挙制度は、デジタル機器に慣れた人だけを前提に設計されるべきではな

い。高齢者、障害のある方、機器操作に不安を抱える方など、多様な市民

の参政権を等しく保障するものでなければならない。  

 そのため、単なる広報や周知にとどまらず、模擬投票の実施、体験会の

開催、地域に出向いた説明会など、実際に市民が機器に触れながら理解を

深めることのできる取組を、懇切丁寧に進めていただきたい。そのことが

保証されるということ、また仮に有意な数値での投票率の低下などが見ら

れた場合には、その原因も含めて再検証が行われる保証などを前提条件と

して求める。  

３  １点指摘し、反対の立場で討論する。  

 電子投票によるメリットは一定あることは否定するものではないが、単

なる事務の効率化ではなく、民主主義の根幹である選挙制度に関わる重大

な変更のため、導入に至る計画性、特に市民の理解を省いた経過から、拙

速な条例改正には賛成できる材料がそろっているとはいえない。  

 また、電子投票を導入している先進自治体も、システム障害やセキュリ

ティ対策、投票結果の検証可能性、市民の理解と信頼の確保など、多くの

課題があることから、県内トップではなく県や近隣自治体と足並みをそろ

えて導入していけば良いと捉えている。市職員の働き方改革や開票作業の

短縮という効率化を優先するあまり、選挙の公正性や透明性に対する市民

の信頼が損なわれてはならない。働き方改革であれば、人口比で最も少な

い職員数である人員配置の改革こそ待ったなしだと指摘する。  

 特に今求められているのは、約８，８００万円で電子投票の導入を進め

ることではなく、県内で本市だけが未実施となっている小学校給食の完全

無償化、約７，３００万円を予算化すること等、市民生活への支援を優先



することではないかと提起し、電子投票の必要性や課題について丁寧な議

論を重ねることである。国からの支援体制等が整っていない中の導入は、

多額の予算が掛かり、暮らしが苦しい中での住民の要求に応えるものでは

ない。電子投票は導入コストが多額で、自書式投票よりコスト高である。  

 また、電子機器の技術進歩は急速であり、今の段階で不十分な制度を拙

速に成立させる必要はない。選挙は、「秘密投票主義」「一人一票主義」な

どの基本原則が揺らいではならない。民主主義の根幹である選挙の公正・

公平が確保されていなければ、その正当性が失われることになる。  

 電子投票制度には、開票の迅速化、疑問票の解消、自書が困難な有権者

の投票が容易になるなどのメリットがあることも事実であるが、現時点で

は先に指摘したデメリットの方が大きいと言わざるをえず、時期尚早であ

る。  

 がありました。  

 採決の結果、５対１をもって、原案のとおり可決すべきものと決定しま

した。  

 最後に、議案第３５号「財産の取得について（高規格救急自動車購

入）」について報告します。  

 本案は、救急業務を的確に実施するため、更新基準に基づき、高規格救

急自動車２台を購入するものです。  

 審査の過程における討論は特になく、採決の結果、全会一致をもって、

原案のとおり可決すべきものと決定しました。  

以上  

 


